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○ 給与所得の源泉徴収税額の求め方
1 　税額表の使用区分
　居住者に支払う毎月（日）の給料や賞与などから源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額は、
「給与所得の源泉徴収税額表（月額表及び日額表）」又は「賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表」（以
下これらを「税額表」といいます。）を使用して求めることができますが、この税額表は、給与等の別、「給
与所得者の扶養控除等申告書」の提出の有無及び給与等の支給方法に応じ、次のように使用します。

2 　税額表の使い方
　毎月（日）の給料や賞与などの支給の際における税額表の使用に当たっては、次の点に注意して
ください。
①　税額表に当てはめる給与等の金額は、その月（日）分の給与等の金額から厚生年金保険料、健
康保険料及び雇用保険料などの社会保険料等を控除した後の金額によります。
②　税額表の甲欄は、給与等の支払を受ける人の扶養親族等（扶養親族等が国外居住親族（注1）であ
る場合には、親族に該当する旨を証する書類が扶養控除等申告書に添付され、又は当該書類が扶
養控除等申告書の提出の際に提示された扶養親族等に限ります。）の数に応じて使用するようになっ
ています。
　この「扶養親族等の数」とは、源泉控除対象配偶者（注2）と控除対象扶養親族（老人扶養親族又
は特定扶養親族を含みます。）（注3）との合計数をいいます。また、給与等の支払を受ける人が、障
害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みます。）、寡夫又は勤労学生に該当する
場合には、その該当する数を加え、その人の同一生計配偶者（注4）や扶養親族（年齢16歳未満の人
を含みます。）のうちに障害者（特別障害者を含みます。）又は同居特別障害者（障害者（特別障
害者を含みます。）又は同居特別障害者が国外居住親族である場合には、親族に該当する旨を証
する書類が扶養控除等申告書に添付され、又は当該書類が扶養控除等申告書の提出の際に提示さ
れた障害者（特別障害者を含みます。）又は同居特別障害者に限ります。）に該当する人がいる場
合には、これらの一に該当するごとに扶養親族等の数に１人を加算した数を扶養親族等の数とし
ます。

（注） 1　「国外居住親族」とは、非居住者である親族をいいます。
2　「源泉控除対象配偶者」とは、給与等の支払を受ける人（合計所得金額が900万円以下である人に限ります。）と
生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与の支払を受ける人及び白色事業専従者を除きます。）で、平成
31年（2019年）中の所得の見積額が85万円以下の人をいいます。
3　「控除対象扶養親族」とは、扶養親族のうち、年齢16歳以上の人（平成31年（2019年）分の所得税については、平
成16年 1 月 1 日以前に生まれた人）をいいます。

税　額　表 適　用　す　る　給　与 適　用　す　る　欄

月　額　表
（１ページ）

⑴　月ごとに支払うもの
⑵　半月ごと、10日ごとに支払うもの
⑶　月の整数倍の期間ごとに支払うもの

甲　欄……「給与所得者の扶養控除等申告
　　　書」を提出している人に支払う給与
乙　欄……その他の人に支払う給与

日　額　表
（ 8ページ）

⑴　毎日支払うもの
⑵　週ごとに支払うもの
⑶　日割で支払うもの

甲　欄……「給与所得者の扶養控除等申告
　　　書」を提出している人に支払う給与
乙　欄……その他の人に支払う給与

日 雇 賃 金 丙　欄

賞与に対する
源泉徴収税額
の算出率の表
（15ページ）

賞 与
　ただし、前月中に普通給与の支払がない場
合又は賞与の額が前月中の普通給与の額の10
倍を超える場合には、月額表を使います。

甲　欄……「給与所得者の扶養控除等申告
　　　書」を提出している人に支払う賞与
乙　欄……その他の人に支払う賞与

日雇賃金を
除きます。

�
�
�

（注）日雇賃金とは、日々雇い入れられる人が、労働した日又は時間によって算定され、かつ、労働した日ごとに支払を
受ける（その労働した日以外の日において支払われるものも含みます。）給与等をいいます。ただし、一の支払者か
ら継続して 2か月を超えて給与等が支払われた場合には、その 2か月を超える部分の期間につき支払われるものは、
ここでいう日雇賃金には含まれません。
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　〔扶養親族等の数の算定方法〕
　税額表の甲欄を適用する場合の扶養親族等の数の算定方法を図示すると、おおむね下図《１　配
偶者に係る扶養親族等の数の算定方法（具体例）》及び《２　配偶者以外の扶養親族等の数の算定
方法（具体例）》のようになります。
　なお、税額表の甲欄を適用する場合の扶養親族等の数は、下図１を参考に求めた配偶者に係る扶
養親族等の数と、下図２を参考に求めた配偶者以外の扶養親族等の数とを合計した数となります。

　　「扶養親族」とは、給与等の支払を受ける人と生計を一にする親族等（配偶者、青色事業専従者として給与の支
払を受ける人及び白色事業専従者を除きます。）で、平成31年（2019年）中の所得の見積額が38万円以下の人をいいます。
　※　ここにいう「親族等」には、児童福祉法の規定により養育を委託されたいわゆる里子や、老人福祉法の規定に
より養護を委託されたいわゆる養護老人も含まれます。

4　「同一生計配偶者」とは、給与等の支払を受ける人と生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与の支払
を受ける人及び白色事業専従者を除きます。）で、平成31年（2019年）中の所得の見積額が38万円以下の人をいいます。
5　「障害者」、「寡婦」及び「勤労学生」等の範囲については、税務署備付けの説明書「源泉徴収のしかた」でご確
認ください（「源泉徴収のしかた」は、国税庁ホームページ【www.nta.go.jp】にも掲載されています。）。

別紙１ 

 

《１ 配偶者に係る扶養親族等の数の算定方法（具体例）》

 
 
《２ 配偶者以外の扶養親族等の数の算定方法（具体例）》
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【下図中の点線囲みの図形は扶養親族等の数に含まれません。】
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（注）扶養親族等の数には加算しません。

寡婦（特別の寡婦を含

みます。）又は寡夫 勤労学生 （特別）障害者 同居特別障害者

　《１　配偶者に係る扶養親族等の数の算定方法（具体例）》

　《２　配偶者以外の扶養親族等の数の算定方法（具体例）》
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⑵　月額表乙欄の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がない場合）

　　　（設例）

　　イ　給与等の支給額（月額）　　　　　　　　　　　　　 80,750円　
　　ロ　給与等から控除する社会保険料等　　　　　　　　　　　なし

〔税額の計算〕
①　給与等から控除する社会保険料等がありませんので、支給額80,750円がそのまま社会保険料等
控除後の給与等の金額になります。
②　月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、80,750円が含まれる「88,000円未満」
の行を求め、その行の「乙」欄を見ますと「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額の3.063％
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（三） （290,000円〜439,999円）

その月の社会保
険料等控除後の
給与等の金額　

甲

乙扶　　養 　 　 親 　 　 族 　 　 等 　 　 の 　 　 数

0　人 1　人 2　人 3　人 4　人 5　人 6　人 7　人

以　　上 未　　満 税　　　　　　　　　　　　　　　　　　額 税　　額
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

290,000 293,000 8,040 6,420 4,800 3,190 1,570 0 0 0 50,500
293,000 296,000 8,140 6,520 4,910 3,290 1,670 0 0 0 51,600
296,000 299,000 8,250 6,640 5,010 3,400 1,790 160 0 0 52,300
299,000 302,000 8,420 6,740 5,130 3,510 1,890 280 0 0 52,900
302,000 305,000 8,670 6,860 5,250 3,630 2,010 400 0 0 53,500

305,000 308,000 8,910 6,980 5,370 3,760 2,130 520 0 0 54,200
308,000 311,000 9,160 7,110 5,490 3,880 2,260 640 0 0 54,800
311,000 314,000 9,400 7,230 5,620 4,000 2,380 770 0 0 55,400
314,000 317,000 9,650 7,350 5,740 4,120 2,500 890 0 0 56,100
317,000 320,000 9,890 7,470 5,860 4,250 2,620 1,010 0 0 56,800

320,000 323,000 10,140 7,600 5,980 4,370 2,750 1,130 0 0 57,700
323,000 326,000 10,380 7,720 6,110 4,490 2,870 1,260 0 0 58,500
326,000 329,000 10,630 7,840 6,230 4,610 2,990 1,380 0 0 59,300
329,000 332,000 10,870 7,960 6,350 4,740 3,110 1,500 0 0 60,200
332,000 335,000 11,120 8,090 6,470 4,860 3,240 1,620 0 0 61,100

335,000 338,000 11,360 8,210 6,600 4,980 3,360 1,750 130 0 62,000
338,000 341,000 11,610 8,370 6,720 5,110 3,480 1,870 260 0 62,900
341,000 344,000 11,850 8,620 6,840 5,230 3,600 1,990 380 0 63,800
344,000 347,000 12,100 8,860 6,960 5,350 3,730 2,110 500 0 64,700
347,000 350,000 12,340 9,110 7,090 5,470 3,850 2,240 620 0 65,800

350,000 353,000 12,590 9,350 7,210 5,600 3,970 2,360 750 0 66,700
353,000 356,000 12,830 9,600 7,330 5,720 4,090 2,480 870 0 67,600
356,000 359,000 13,080 9,840 7,450 5,840 4,220 2,600 990 0 68,500
359,000 362,000 13,320 10,090 7,580 5,960 4,340 2,730 1,110 0 69,400
362,000 365,000 13,570 10,330 7,700 6,090 4,460 2,850 1,240 0 70,400

365,000 368,000 13,810 10,580 7,820 6,210 4,580 2,970 1,360 0 71,400
368,000 371,000 14,060 10,820 7,940 6,330 4,710 3,090 1,480 0 72,300
371,000 374,000 14,300 11,070 8,070 6,450 4,830 3,220 1,600 0 73,100
374,000 377,000 14,550 11,310 8,190 6,580 4,950 3,340 1,730 100 73,900
377,000 380,000 14,790 11,560 8,320 6,700 5,070 3,460 1,850 220 74,700

380,000 383,000 15,040 11,800 8,570 6,820 5,200 3,580 1,970 350 75,700
383,000 386,000 15,280 12,050 8,810 6,940 5,320 3,710 2,090 470 76,500
386,000 389,000 15,530 12,290 9,060 7,070 5,440 3,830 2,220 590 77,300
389,000 392,000 15,770 12,540 9,300 7,190 5,560 3,950 2,340 710 78,200
392,000 395,000 16,020 12,780 9,550 7,310 5,690 4,070 2,460 840 79,700

395,000 398,000 16,260 13,030 9,790 7,430 5,810 4,200 2,580 960 81,400
398,000 401,000 16,510 13,270 10,040 7,560 5,930 4,320 2,710 1,080 82,900
401,000 404,000 16,750 13,520 10,280 7,680 6,050 4,440 2,830 1,200 84,500
404,000 407,000 17,000 13,760 10,530 7,800 6,180 4,560 2,950 1,330 86,100
407,000 410,000 17,240 14,010 10,770 7,920 6,300 4,690 3,070 1,450 87,700

410,000 413,000 17,490 14,250 11,020 8,050 6,420 4,810 3,200 1,570 89,200
413,000 416,000 17,730 14,500 11,260 8,170 6,540 4,930 3,320 1,690 90,800
416,000 419,000 17,980 14,740 11,510 8,290 6,670 5,050 3,440 1,820 92,400
419,000 422,000 18,220 14,990 11,750 8,530 6,790 5,180 3,560 1,940 93,900
422,000 425,000 18,470 15,230 12,000 8,770 6,910 5,300 3,690 2,060 95,600

425,000 428,000 18,710 15,480 12,240 9,020 7,030 5,420 3,810 2,180 97,100
428,000 431,000 18,960 15,720 12,490 9,260 7,160 5,540 3,930 2,310 98,600
431,000 434,000 19,210 15,970 12,730 9,510 7,280 5,670 4,050 2,430 100,300
434,000 437,000 19,450 16,210 12,980 9,750 7,400 5,790 4,180 2,550 101,800
437,000 440,000 19,700 16,460 13,220 10,000 7,520 5,910 4,300 2,680 103,400

（月　　額　　表）

（注）　税額表の「以上」の欄はその欄に記入されている金額を含み、「未満」の欄はその金額を含まないことに
　 　ご注意ください。

〔税額の計算〕
①　社会保険料等控除後の給与等の金額を求めると、316,315円（374,000円－57,685円）となります。
②　月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、316,315円が含まれる「314,000
円以上317,000円未満」の行を求め、その行と「甲」欄の「扶養親族等の数 2人」の欄との交わる
ところに記載されている金額5,740円を求めます。これがその給与等から源泉徴収をする税額です。

⑴　月額表甲欄の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がある場合）

　　　（設例）

　　イ　給与等の支給額（月額）　　　　　　　　　　 　　374,000円
　　ロ　給与等から控除する社会保険料等　　　　　　 　　 57,685円
　　ハ　扶養親族等の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2人
　　　（源泉控除対象配偶者あり、控除対象扶養親族１人）

　なお、給与等の支払者が電子計算機などの事務機械によって給与等の計算を行っている場合には、
月額表の甲欄を適用する給与等については、財務大臣が告示する方法（18ページ「月額表の甲欄を
適用する給与等に対する源泉徴収税額の電算機計算の特例」参照）によりその給与等に対する源泉
徴収税額を求めることができます。

求める税額

「扶養親族等の
数 2人」の欄

316,315円が
含まれる行



―　　　―22

⑷　賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出があ
る場合）

　　　（設例）

　　イ　賞与の支給額　　　　　　　　　　　　　　　　　　554,000円　
　　ロ　賞与から控除する社会保険料等　　　　　　　　　　 84,124円　
　　ハ　前月中の普通給与（社会保険料等控除後）の金額　　196,616円　
　　ニ　扶養親族等の数　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　2人　
　　　　（源泉控除対象配偶者あり、控除対象扶養親族１人）

〔税額の計算〕
①　賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の「甲」欄の「扶養親族等の数 2人」の欄を見て、前
月の社会保険料等控除後の給与等の金額196,616円が含まれている「133千円以上269千円未満」の
行を求め、その行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率2.042％
を求めます。これがその賞与の金額に乗ずる率になります。
②　賞与の金額554,000円から社会保険料84,124円を控除した残額469,876円に2.042％を乗じた金額9,594
円（469,876円×2.042％、 1円未満の端数は切り捨てます。）が、その賞与から源泉徴収をする税
額です。
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賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表（平成25年分）

（平成24年 3月31日財務省告示第115号別表第三）

（注） この表において「扶養親族等」とは、控除対象配偶者及び控除対象扶養親族をいいます。
　　　また、「賞与の金額に乗ずべき率」の賞与の金額とは、賞与の金額から控除される社会保険料等の金額がある場合

には、その社会保険料等控除後の金額をいいます。
（備考）　賞与の金額に乗ずべき率の求め方は、次のとおりです。
　１　「給与所得者の扶養控除等申告書」（以下この表において「扶養控除等申告書」といいます。）の提出があった人

（₄に該当する場合を除きます。）
　　⑴　まず、その人の前月中の給与等（賞与を除きます。以下この表において同じ。）の金額から、その給与等の金額

から控除される社会保険料等の金額（以下この表において「前月中の社会保険料等の金額」といいます。）を控除
した金額を求めます。

　　⑵　次に、扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数と⑴により求めた金額とに応じて甲欄の「前月の社会
保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求めます。

　　⑶　⑵により求めた行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率を求めます。これが求
める率です。

　₂　１の場合において、扶養控除等申告書にその人が障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みま
す。）、寡夫又は勤労学生に該当する旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人を加
算した数を、扶養控除等申告書にその人の控除対象配偶者又は扶養親族のうちに障害者（特別障害者を含みます。）
又は同居特別障害者に該当する人がいる旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人
を加算した数を、それぞれ扶養親族等の数とします。

賞与の金額に

乗 ず べ き 率

甲　

乙扶 　 　 養 　 　 親 　 　 族　 　　 　 等 　 　 の 　 　 数

0　　　　　人 1　　　　　人 2　　　　　人 3　　　　　人 4　　　　　人 5　　　　　人 6　　　　　人 7　　　　　人

前 月 の 社 会 保 険 料 等 控　 　除 後 の 給 与 等 の 金 額 前月の社会保険料等
控除後の給与等の金額

以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満
％ 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0.000 68 千円未満 94 千円未満 133 千円未満 171 千円未満 210 千円未満 243 千円未満 275 千円未満 308 千円未満

2.042 68 79 94 243 133 269 171 295 210 300 243 300 275 333 308 372
4.084 79 252 243 282 269 312 295 345 300 378 300 406 333 431 372 456
6.126 252 300 282 338 312 369 345 398 378 424 406 450 431 476 456 502

8.168 300 334 338 365 369 393 398 417 424 444 450 472 476 499 502 527
10.210 334 363 365 394 393 420 417 445 444 470 472 496 499 525 527 553 241
12.252 363 395 394 422 420 450 445 477 470 504 496 531 525 559 553 588

14.294 395 426 422 455 450 484 477 513 504 543 531 574 559 604 588 632
16.336 426 550 455 550 484 550 513 557 543 592 574 622 604 652 632 683
18.378 550 668 550 689 550 710 557 730 592 751 622 771 652 792 683 812

20.420 668 714 689 738 710 762 730 786 751 810 771 834 792 859 812 884 241 305
22.462 714 750 738 775 762 801 786 826 810 852 834 879 859 902 884 925
24.504 750 791 775 817 801 844 826 872 852 898 879 922 902 947 925 971

26.546 791 847 817 876 844 901 872 925 898 949 922 973 947 997 971 1,021
28.588 847 910 876 936 901 962 925 987 949 1,013 973 1,038 997 1,064 1,021 1,089
30.630 910 997 936 1,003 962 1,031 987 1,058 1,013 1,086 1,038 1,113 1,064 1,140 1,089 1,168 305 555

32.672 997 1,337 1,003 1,362 1,031 1,386 1,058 1,410 1,086 1,435 1,113 1,459 1,140 1,484 1,168 1,508
35.735 1,337 1,551 1,362 1,579 1,386 1,607 1,410 1,636 1,435 1,664 1,459 1,692 1,484 1,720 1,508 1,749
38.798 1,551 1,735 1,579 1,767 1,607 1,799 1,636 1,830 1,664 1,862 1,692 1,894 1,720 1,925 1,749 1,957

40.840 1.735 千円以上 1.767 千円以上 1.799 千円以上 1.830 千円以上 1.862 千円以上 1.894 千円以上 1.925 千円以上 1.957 千円以上 555 千円以上

（賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表）

に相当する金額」となっています。したがって、2,473円（80,750円×3.063％、 1 円未満の端数は
切り捨てます。）がその給与等から源泉徴収をする税額です。

⑶　日額表の使用
　　日額表を使用して税額を求める場合も、月額表の場合と同じ要領で行います。

「扶養親族等の
数2人」の欄

前月の社会保険料等控除後
の給与等の金額196,616円
が含まれる行

賞与の金額に
乗ずべき率


